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1 はじめに

地域農業の複合化を,組織化の側面からみれ

ば,個別経営の枠を超え一定の地域的な広がり

の中で,賦存する農業資源を有効に利活用でき

る地域農業の仕組みをつくることである。いい

かえれば,そ ういう意味での地域農業の組織化

である。

周知のように,個別における複合経営は,生

産要素 (土地・労働力・資本財)を季節に支配

される農業においても利用率を高めること力ゞ可

能となり,ま た,副産物の有効利用や地力維持

が図れるというメリットがある。

一方,単一部門に専門化すれば 生産規模の

拡大,大量生産が可能となり,高性能の機械を

導入することにより,コ ストダウンも可能とな

る。また,注意力の集中や熟練度も高まり,そ

のメリットも享受しうるようになる。しかし,

反面において,土地利用率の低下,地力の減退 ,

連作障害の多発などのデメリットもある。

‐般的に農業経営は 特殊な条件を持ってい
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ない場合には複合経営になるの力基 本だといわ

れている力。 そこで,一定地域内で複合経営の

メリットを追及しうるよう組織化することが ,

地域農業複合化 (以下,複合化という)のねら

いである。

東北 6県で行われた複合化の研究では,複合

化のために新たに摘出された技術的 。経営的課

題について研究が実施された。その成果は ,

「地域農業複合化推進試験研究結果報告書」
*

に報告されているとおりである。その中で,複

合化の仕組みそのものを対象とする研究,すな

わち,複合化研究実施地域における農家相互間

(一部農業関係施設を含む)でどのような協力・

分担あるいは補完・補合関係を結べば,関係す

る農家が複合化のメリットを享受することがで

きるか,そ して,個別経営はもちろん,対象地

域全体として生産力を高めることができるのか ,

の研究力ゞ行われた。

ここでは,その研究成1果を踏まえ,C組織化

研究の位置づけ,②組織化の基本方向,③組織

* 東北農業試験研究推進会議事務局発行「地域農業複合化推進試験研究報告書 (昭和56年度終了地域)1982」 ,

「同 (昭和57年度終了地域)1983」 ,「同 (昭和58年度終了地域)1984」



の機能,④組織の構成,①組織の運営主体につ

いて検討する。

2 組織化研究の位置づけ

複合化のための組織化研究を一連の複合化研

究の中で位置づけたのが図-1である。複合化

研究実施地域の実態把握,複合化の視点からの

問題点の摘出整理がまず行われる。次いで,対

象地域で目標とする営農類型が設定される。当

然いくつかの類型が考えられる。また,問題点

整理の結‐果から,農家とは別に,個別経営を補

完する施設,例えば,堆肥センターとかミニラ

イスセンターなど,必要なものが設定される。

これら設定されたものが組織の構成分子となる。

構成分子を組織化の目的別に,例えば土地利

用あるいは労働力利用などそれぞれについて ,

どのように結合し補完・補合関係を成立させる

べきかの研究が「複合化組織 (下位)の研究」

である。
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複合化組織 (下位)そのものの研究のほかに ,

組織の機能をより発揮させるために,あ るいは ,

組織の効率的な運営を図るために解明 しなけれ

ばならない課題がある。例えば,堆肥センター

の経済性を高める必要があるとする。そのため

には堆肥の熟成を早め堆肥センターの利用率を

向上する研究が要請される。また,混住化の進

んでいる地域では,悪臭を拡散 しない作業技術

の研究が必要である。というようなものである。

これらの研究が「他の研究」に位置づけられる。

なお,他の研究の中には,複合化組織 (下位 )

とは直接的には関連しない課題もある。農家の協

力を得て行う現地試験という研究の性格上 ,複

合化研究全体を効果的に促進するための研究と

して位置づけられるものである。

複合化組織 (下位 )は立地条件によって,い

くつかのものが組織化される。それらを相互に

連携 し,調整する機能を持つものとして,複合

化組織 (上位)が組織化される。

農村の現場を対象とする研究

では,経営と技術分野が共同し

て行うものが多いが,複合化研

究はそれが=層密接なものとし

て要求される研究である。その

意味では,複合化組織に関連す

る技術的な研究にも触れる必要

が認められるが,こ こでは,経

営分野の研究に限定して検討を

進めることとする。

3 組織化の基本方向

農林業センサス結果で, 1部

門経営農家数,単一経営 (農産

物販売金額 1位部門の販売金額

―――→ 研究の流れ 。研究課露

――― >研究成果

図-1 複合化研究の関連模式図
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が総販売金額の80%以上を占める農家)農家数

をみると,増加傾向にある。しかし, 2部門以

上経営農家を複合経営とみるならば,なお相当

数の複合経営が存在している。それを昭和55年

の東北地域についてみると,1部門経営農家数

は約310千戸 (全農家数の45%)で あり, 2部

門以上経営農家 (複合経営)力過半数以上を占め

ている。この限りでは複合経営が優位にあるわ

けであ―るが,一方,単二経営農家をみると,約

435f戸と全農家の63%を占めている実態がある。

単一経営農家数と1部門経営農家数との差,す

なわち単=経営のうち125千戸は, 2部 門以上

経営の農家ではあるがそのうちの 1部門の販売

金額力80%以上を占めているわけで,単一部門

への特化力渚 しいことを示している。すなわち ,

経営形態は複合経営であっても,本来の複合経

営のメリットを追及し得るような経営形態になっ

ていない農家が多く,単一部門への専作化の傾

向が強まっているのが現状である。

複合化研究実施地域である秋田県福地地域

(以下,OO県○○地域は,複合化研究実施地

域である。)でも,農家を単一経営,経営部門

間の結合関係が弱い単純な複合経営,及び,結

合関係が強い合理的な複合経営の二つに分類し,

それぞれどのように組み合わせ補完・補合関係

を結ぶべきかを検討している。これは,他県の

複合化研究実施地域でもほぼ同様である。経営

形態は複合経営であるが,本来の複合経営のメ

リットを追及しうるような形になっていない農

家が多いことの左証である。

以上のことから,単一部門に専作化している

経営はもちろん,複合経営を含めた組織化が基

本的な方向としてとられるべきである。

これを視点を変えて個別経営の展開からみれ

ば,単一部門に専作化している農家はそのデメ

リットを解消できるようになり,ま た複合経営

から単一部門の専作化に移行する経営では,そ

のメリットを十分追及することが可能で, しか

もデメリットは回避しうる農家も出現するであ

ろう。当然のことながら,これまでも複合経営

であったが,よ り合理的な複合経営を構築する

農家も出現する。

念のために断っておくが,ある一定地域内の

すべての農家をそれぞれ特定の単一部門に専作

化する経営に組織替えし,それによってもたら

されるデメリットは地域農業を複合化すること

によって回避するという考え方に基づく組織化の

方向ではない。

4 組織の機能

複合化組織は,図-2の事例にみるように組

織の構成分子間において,農業生産資源を相互

に融通し補完・補合する機能を果たすものであ

る。組織化されるものは,対象地域の条件によっ

て決定されるが,基本的には,下位組織として ,

労働力・土地・機械施設 。中間生産物の利用で

あろう。更に,これら下位組織間の調整,外部

組織との連携機能を果たす上位組織が必要であ

る。

〈1)労 働力利用組織

かつて,農業生産が手労働を主体とする段階

であった頃は,一定地域内の農家は,ほぼ同じ

類型で同質的であったから,「ゆいJあるいは

「手間替え」として,農家間の労働力補完関係

が成立していた。しかし,機械・施設の利用が

盛んになり,また,多様な類型の農家が出現す

るようになって,「ゆい」等の労働力補完関係

はほぼ崩壊してしまった。
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最近では,いわゆる「ワンマンファーム」と

呼ばれているように,個別経営内部において組

作業が困難な状態や,労働集約的な作目の導入

――例えば,収穫作業を手作業にたよる野菜など

――で,労働力の不足が問題になっている。そ

の反面,兼業農家では,時期的に主婦の労働力

に余裕があるなど,労働力の偏在もみられる。

図-2にみられるように,兼業農家が専業農

家の労働力不足を補完する,その反対に,専業

農家が兼業農家の機械作業を実施する関係 ,あ

るいは,図には示されていないが,組作業をめ

ぐる農家間の結合関係等,生産力の現段階に見

合った調整機能を持つ労働力利用組織が必要で

ある。ただ,最近は,作業が機械化され作業受

委託が多くなっているので,労働力利用組織の

機能は,手作業に頼らざるを得ない分野,組作

業を必要とするものに限定される傾向にある。

(2)土 地利用組織

集団的な土地利用,土地利用率の向上など土

システム

躊県 2
する試験
研究課題

図-2 複合化体系図

注.「地域農業複合化推進試験研究結果報告書 (昭和56年

度終了地域一岩手県上有住地域―)」 p■ 90よ り引用。

地の合理的な利用は,複合化の

メリットを追及するうえで基本

的な問題である。そのため,個

別経営の枠を超えた土地利用を

組織的に調整する機能を持つ土

地利用組織の結成が必要である。

複合化研究実施の各地域とも

この組織化を試みているが,そ

の機能を発揮するのは必ずしも

容易ではないのが実態である。

特に畑地はそうである。水田は

転作対応の必要上組織的な土地

利用調整が行われている。

図-3は ,秋田県福地地域に

おける転作対応土地利用組織の

O大規模施設による良質堆
肥の製造と利用法

事例である。集落を単位とする農家の話 し合い

で計画転作 ,団地造成のための土地利用計画と

それに伴 う調整が行われている。その結果 ,昭

和58年度は,転作目標面積88ho,実施面積877

ho,団地化率は∞%で23団地が形成されている。

そして,ス イカ,ア ムスメロンの定着化が促進

された。

転作対応の土地利用調整では,各農家が受け

るメリット,デメリットの解消に,国の奨励金

及び互助制度に基 く互助金が大きな影響を与え

ている。したがって,奨励金等力撫 い場合は容

易でないことが想像される。

水田転作に関係なく土地利用の調整が行われ

た事例としては,福島県保原地域がある。保原

地域では,「有機物の地域内自給を図るために ,

裏作大麦一―晩植水稲体系を実施する必要があ

る。そのためには,排水等の基盤整備の実施が

必要であるが,水系ごとに集団栽培を行い,麦

作時に隣接水田から用水が浸入するのを防ぐと
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営の申し込みに応 じて作

業を受託する方式,0農

業機械銀行方式 などの

組織形態がある。

図-4は ,岩手県上有

住地域で試みられた機械

銀行の組織運営関連図で

ある。個別農家は直接又

は堆肥工場を経由して機

械銀行に作業委託を申 し

込む。機械銀行は各農家

からの作業委託申し込み

をまとめて作業計画を立

●計画転作
0団地造成
●互助制度
(5万円/Oo)

図-3 土地利用 (転作調整)組織
注。「地域農業複合化推進試験研究結果報告書 (昭和58年度終了地域

―秋田県福地地域―)」 p288よ り引用。

ともに,作業の効率化を図らねばならない。J"

ということから,関係農家の合意形成による組

織的な土地利用調整が試みられている。調整内

容は,作付体系の統一,水田の交換利用あるい

は貸借等のほか,特定農家の被るデメリットを

金銭で清算することも予想されるなど,広範囲

に亘っている。このように,土地利用組織の任

務は容易ではないが,そ の果たす機能は非常に

重要であるということができる。

(3)機 械・施設利用組織

個別経営における機械・施設の過剰装備を回

避 し,共同利用による農産物のコス ト低下とい

う‐般的に機械・施設利用組織に求められる機

能のほか,複合化組織の下位組織としては,集

団的土地利用あるいは土地利用の高度化を機械

利用の作業面か ら支えるなど,他の組織の運

営を援助する役割を担うものと位置づけられる。

機械・施設の利用組織は,①集落又は数戸で

機械・施設を所有し,個別利用かオペレーター

を選任して一定の作業料金で利用する方式,②

特定の農家集団が機械・施設を所有し,個別経

(暑量箸毬良区・ 晉ξ重窃
物

て、それに基づいてオペレーター集団に作業を

害1当てる。作業割当てに基づいてオペレーター

集団が作業を実施し 委託農家は作業料金を農

協に払い込む。農協は機械銀行を通してオペレー

ターに賃金を支払う。これが機械銀行の一般的

な運営方式である。なお,多 くの場合,機械銀

行は農協の下部組織となっている。

機械・施設の利用組織の運営では,い くつか

の問題点も指摘されている。その主なものは
,

①地縁的な組織の共同所有・個別利用では,兼

業農家の就業構造から特定日に利用が集中する

傾向にあり,ま た,機械では利用者間の移動に

時間的ロスが多い。②兼業の深化 ,オペレーター

の賃金が他産業と比較した場合必ずしも妥当な

ものでない等のため,オ ペレーターの確保が困

難である。などである。賃金が低 く設定され

るのは組織の運営主体が地緑的な組織である

場合に多い。オペレーター自身も組織の構成

員であることから,「集落みんなのため」と

いう む`ら、社会の意識が働き,オペレーター

の賃金力活 く設定される傾向にあるためである。
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図-4 機械銀行の活動組織
注.「地域農業複合化推進試験研究結果報告書 (昭和56年度

終了地域―岩手県上有住地域―)J p203よ り引用。

機械・施設の利用組織は,地縁的な組織が運

営主体になるよりも,機械銀行あるいは,特定

農家で構成する機能集団が適すると思われる。

(4) 中間生産物利用組織

耕種農家のわら類と畜産農家の堆厩肥を交換

利用することを中心とする中間生産物の利用間

題は,複合化研究実施各地域とも重点課題とし

て取り Lげている。耕種農家では堆厩肥が不足

し,畜産農家ではわら類が欲 しいことから,両

類型間で補完する仕組みである。この組織化を

複合化研究実施の各地域が重点課題として取り

上げた根底には,当該地域の農業振興にとって

地力問題が非常に重要な問題となっているから

である。

組織形態としては,大きく分ければ,ソ フト

な組織としての堆肥銀行とハードな分野を保有

する堆肥センター (又は工場)の二つである。

堆肥銀行は耕種農家と畜産農家の補完関係を

仲介又は調整する機能を果たすものである。既

に,耕種農家と畜産農家が相対でわら類と堆厩

肥の交換を実施 している地域では,それを補完

する機能が求められている。耕種農家と畜産農

家が地域的に偏在 している場合に

は,重層的な組織 ,例えば,集落

単位の堆肥銀行と連携する市町村

単位の堆肥銀行を設置する体制が

必要である。

堆肥センターは,貯留施設 (堆

肥盤など)のみのもの,堆肥を製

造する設備及び搬出機械等を備え

たものがある。その機能は,図―

5の事例にみるように,農家及び

関連施設等から中間生産物を集め ,

堆肥センターで堆肥化 して関係農

家に配分することである。堆肥化の過程は,関

係農家自らが積込み,切返えし等を行うケース

と,製造施設を備え専従者を置 くケースがある。

前者は比較的小規模で狭い範囲の組織であって ,

農家自らが出役 し,設備・機械への投資額も小

さいことから,堆肥のコス トは低廉である。後

者は,規模が大きく範囲も広 くなる。施設・機

械を備え専従者が居ることから,堆肥のコス ト

は高 くなる。ただし,農家の出役はない。どち

らの組織体制を選択すべきかは,基本的には ,

その地域の立地条件と基幹作日によって決定さ

注。「地域農業複合化推進試験研究結果報告書

(昭和58年度終了地域 ―福島県保原地域―)」

p262よ り弓1用 。

重|｀お褒笑イ/が  ヽデ

:       

―
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れる。

なお,堆肥銀行・堆肥センターとも,あっ旋

あるいは収集する有機物は,主産物の生産に伴

う副産物としての稲わら,堆厩肥などの中間生

産物である。有機物の確保を目的として積極的

にその生産を試みた複合化研究実施地域は少な

い。その中で福島県保原地域では,有機物を確

保し堆肥を増産する目的で,裏作大麦――晩植

水稲の栽培を導入し,麦得を堆肥センターに収

集する試みがなされている。

地域内の土地を有効に活用し,地域内で必要

とするtLl巴は地域内で確保しようとする試みは ,

今後,その経済性等の検討は必要であるが,複

合化のメリットを追及する一つの方向を示すも

のとして注目される。

(5)地 域農業複合化組織 (上位 )

前項で複合化に基本的に必要な下位組織の機

能について検討したが,それらの機能を維持す

ることが組織定着の基礎的条件である。それに

は,組織の構成分子が組織から受けるメリット

と組織に対する負担との大小において,メ リッ

トが大きいか最低限メリットと負担が等しい条

件が必要である。しかし,このような状態をつ

くり出すのは必ずしも容易ではない。なぜなら

ば,組織の構成分子の大部分を占める農家をみる

と,経営規模の大小,基幹作目の相違,専兼業

等の相違のほか,農家の価値観が多様化してき

ているからである。それを一定の方向に誘導し

統一するには,話 し合いによる合意形成をねば

り強く続けるほかはない。この調整機能が複合

化組織では非常に重要なものとして位置づけら

れる。その機能を果たすのが複合化組織 (上位 )

である。

複合化組織 (上位)では下位組織間の調整 ;

外部組織との連携も重要な機能である。下位組

織間の調整とは,例えば,土地利用組織が計画

する集団的土地利用,土地利用の高度化を支え

る機械利用組織の対応,労働力利用組織の計画

する兼業農家の専業農家への労働力提供と,兼

業農家の希望する機械作業の調整等である。

5 組織の構成

複合化研究実施地域の市町村における農業関

係の組織体制をみると 市町村によって若千の

相違があるものの,およそ図-6の事例のよう

である。各市町村とも農業総合指導センターあ

るいは農協を組織の頂点として,農家段階に至

るまで重層的に組織化している。具体的には ,

①稲作・和牛部会等縦の組織,②堆肥・機械銀

行等横の組織,C農事実行組合,集落農場組合

等地縁組織が整備されている。その中で,図―

6にも今後機能を強化する組織として指摘され

ているように,どちらかといえば,横の組織の

活動が弱いのが一般的である。

複合化組織の構成は,図 -6にみられるよう

な現存の組織と全く別の新しいものを創ること

ではない。基本的には,研究成果を適用して現

存の組織の強化あるいは機能を追加付与し,農

家が複合化のメリットを享受できるようにする

ことである。しかし,対象地域の条件によって

は新たな組織を追加する必要性が出てこよう。

その場合注意すべきことは,複合化に関連する

ものはすべて組織化すべきなのかという問題で

ある。単に交換の原理で結び付くことではよく

ないのか,外部組織として連携するだけでは駄

目なの力、 内部組織とした場合との利害得失を

十分に検討する必要がある。

次に,組織の構成分子の大部分を占める農家
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を,どのような考え方で組織に結集すべきかに

ついて検討したい。

周知のように,地域農業の組織化には二つの

考え方がある。第 1は,全農家を組織化し,地

域に発生している様々な問題を解決しようとす

る考え方である。第2は ,中核あるいは専業農

家の組織化に限定してその要求に対応し,それ

総合推進員

らの農家の発展を図る考え方である。

複合化組織では,結論からいえば,第 1の考

え方に基づく農家の組織化が必要である。すな

わち,さ きにも検討したように,複合化組織は

地域に賦存する資源を利活用する組織であるか

ら,それに利害関係を持つ全農家の合意形成が

組織運営上不可欠の問題だからである。しかし,

センター運営委員会構成機||

1腫ni書言選ξ職員
幹事会 ―― 町農栞指導職員協議会

広崚施設及び施策

注 1 1、 土地  Π、機械利用  二、労働カ
2 -― ――― 機能の召 ヒが姜晴されるもの

3(=)印 個
"薦
靖   1    1

IV l、 雄崚e  W,、 稲ゎら

錮

図-6 福地地域,地域農業複合化組織の全体構造
注 「地域農業複合化推進試験研究結果報告書 (昭和58年度終了地域
―秋田県福地地域―)」 p287よ り引用。
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すべての下位組織がそれぞれ当該地域の全農家

を組織化するとは限らない。土地利用・水利用

はすべての農家が利害関係を持つことから,全

農家の組織化が必要である。機械・施設の利用

組織は,機能的な組織として一部農家に限るこ

とカラ澪的な朧 営 [望ましい。このように,

組織化の目的あるいは組織運営の視点からの検

討が必要である。

6 組織の運営主体

複合化組織はそれぞれ独立した主体の結合組

織であるから,組織の運営を担う主体が必要で

ある。組織運営の主体は,農家の誰かが自主的

に自らの地域の農業を振興する意欲に燃えて当

たることが最も望ましい。

兼業の深化によって地域農業を担う農家の不

在力潮著である地域カラ く,それらの地域では ,

主体の選任は必ずしも容易ではないが,なお農

業で自立していこうとする農家の存在も認めら

れる。また,現在は兼業に依存しているが,農

業で自立化が可能な条件がつくり出されれば ,

農業に専念したい希望を持っている農家の存在

も認められる。

これらの農家は,地域においては,例えば農

事実行組合長とか機械作業受託集団の構成員で

あることが多い。これらの農家が主体となるこ

とが望ましいが,組織運営にかかわる主体の負

担を軽くする意味で,地域とかかわりのある農

業改良普及所,役場,農協等農業関連諸機関の

援助が必要である。

7 おわりに

東北地域で実施した一連の複合化研究の成果

から,組織化の基本方向・機能。構成及び運営

主体について検討した。しかし,組織がその機

能を十分発揮して定着し,複合化の効果をあげ

うるか否かについては,組織化のための技術開

発試験の成果を受けて複合化組織の形成。展開

が進行中の複合化研究実施地域が多いので,な

お今後の推移を見なければならない。その意味

で,研究の終了した複合化研究実施地域につい

て随時調査を行い,問題があれば再び研究にフィ

ードバックして検討することが必要である。
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